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中期経営計画「M1 TRUST 2018」策定のお知らせ 

 

当社は、このたび2017年度（2018年 3月期）を最終年度とする新中期経営計画「M1 TRUST 

2018」（以下、「M1 TRUST 2018」という。）を策定しましたので、下記の通り概要について

お知らせいたします。  

 

記 

 

Ⅰ．M1 TRUST 2018の位置付け 

当社は、2012年 5月 12日に前中期経営計画「M1 TRUST 2015」（以下、「M1 TRUST 2015」

という。）を公表し、「市場成長率を大きく上回る売上高の伸長」、「徹底したコストコント

ロールと効果的な戦略投資による経営体質の更なる強化」、「ゆるぎない『サワイ』ブラン

ドの構築」を掲げ、その計画達成に取り組んでまいりました。 

計数面においては、売上高は当初計画の1,040億円を達成し、210億円の営業利益はほ

ぼ計画通りの着地となりました。施策面においては、大型新製品の一番手上市や主力品の

売上拡大によって、市場成長率を上回る売上高伸張を達成し、連結売上高1,000億円を突

破しました。また、更なる安定供給体制の強化を狙った関東工場の製剤工場建設や田辺三

菱製薬鹿島工場の譲受契約締結など、大きな成果を収めることができました。これらによ

り、「M1 TRUST 2015」については概ね達成することができたと考えております。 

 当社はこの「M1 TRUST 2015」に続いて、今年度よりスタートする新中期経営計画とし

て、「M1 TRUST 2018」を策定いたしました。この新たな計画は「M1 TRUST 2015」の精神

を受け継ぐとともに、中長期ビジョンの達成に向けて当社が「飛躍的成長を実現」するた

めの基盤構築を行う、重要な期間と位置付けています。 

 厚生労働省によれば、医療に係る給付費は今後も増大を続け、2013年度の39.3兆円か

ら2020年度には47.2兆円まで増加すると予想されています。医療費削減策の一環として、

「社会保障・税一体改革大綱」においてもジェネリック医薬品の使用促進が掲げられてお

り、ジェネリック医薬品市場は今後ますます拡大していくことが見込まれます。当社は、

「なによりも患者さんのために」の企業理念のもと、ジェネリック医薬品の普及を通じて

医療費削減に貢献することにより、中長期ビジョンの達成に向けて、「M1 TRUST 2018」の

諸施策を確実に実施してまいります。 



 

 

Ⅱ．中長期ビジョンおよびM1 TRUST 2018の基本方針と重点施策 

 【中長期ビジョン】 

2021年 3月期までに売上高2,000億円達成を目指す 

  

【M1 TRUST 2018の基本方針と重点施策】 

１．ジェネリック市場におけるNo.1シェアの堅持 

・ 市場性に応じた資源投入によるシェア拡大 

・ 卸および販売会社との共闘体制の強化 

・ 付加価値の高い新製品の確実な一番手上市 

 

２．市場の環境変化に対応した安定供給能力とコスト管理能力の強化 

・ 安定供給体制強化のための生産能力増強と信頼性向上 

・ 効率的な設備稼働等による生産性向上 

・ 安定調達とコスト低減を両立する原材料購買体制の実現 

 

３．更なる成長に向けた新規領域の事業基盤の構築 

・ 海外事業の基盤構築 

・ バイオシミラー事業拡大に向けたビジネスモデルの検討 

 

Ⅳ．計数計画 

（単位：百万円） 

 2014年度 

（2015年 3月期） 

【実績】 

2015年度 

（2016年 3月期） 

【計画】 

2016年度 

（2017年 3月期） 

【計画】 

2017年度 

（2018年 3月期） 

【計画】 

売上高 105,454  124,000  134,000  147,000 

営業利益 20,688  22,000  23,000  25,000 

経常利益  20,619  21,700  22,600  24,500 

当期純利益 14,053  15,500  15,500  17,000 

(計画の前提となる市場予測：医療用医薬品に占めるＧＥ市場シェアは2017年度に約61%の想定) 

 

■ 3年間の投資総額 

【研究開発投資】  235億円 

【 設 備 投 資 】  440億円 

以 上 


